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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (百万円) 36,886 38,310 38,422 80,786 83,561

経常利益 (百万円) 2,245 2,258 2,007 5,387 5,577

中間(当期)純利益 (百万円) 1,003 1,306 1,135 2,789 3,085

純資産額 (百万円) 20,267 22,890 24,461 21,752 23,924

総資産額 (百万円) 41,820 46,647 47,417 48,520 51,692

１株当たり純資産額 (円) 1,113.271,257.371,342.101,194.851,312.58

１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 55.10 71.79 62.40 153.22 169.47

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.5 49.1 51.5 44.8 46.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,049 2,735 2,486 2,832 3,994

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △734 △2,818 △1,098 △1,424 △4,434

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △377 △231 △398 △483 △703

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万円) 4,503 4,180 4,319 4,491 3,344

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
963
(258)

1,031
(303)

1,038
(333)

974
(263)

1,021
(307)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期

会計期間

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　６月30日

自　平成20年
　　１月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成18年
　　１月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　１月１日
至　平成19年
　　12月31日

売上高 (百万円) 33,817 35,005 36,008 74,442 77,099

経常利益 (百万円) 2,044 2,085 2,087 4,890 5,210

中間(当期)純利益 (百万円) 855 1,240 1,227 2,466 2,921

資本金 (百万円) 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

発行済株式総数 (千株) 19,360 19,360 19,360 19,360 19,360

純資産額 (百万円) 20,103 22,432 24,119 21,389 23,390

総資産額 (百万円) 41,033 45,210 46,322 47,274 50,037

１株当たり配当額 (円) 13.00 17.00 20.00 28.00 37.00

自己資本比率 (％) 49.0 49.6 52.1 45.2 46.7

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
843
(237)

858
(275)

843
(305)

839
(242)

844
(281)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について

は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。

３　第55期の１株当たり配当額は、特別配当２円を含んでおります。

４　第56期の１株当たり配当額は、記念配当３円を含んでおります。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

紙加工品事業 693(202)

化成品事業 151( 72)

その他事業 82( 33)

全社共通 112( 26)

合計 1,038(333)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 843(305)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当中間会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。

　

(3) 労働組合の状況

当社及び当社企業グループの従業員は労働組合を結成しておりません。なお、労使関係は極めて円滑

で、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)におけるわが国経済は、原油及び

原材料価格の世界的高騰やサブプライムローン問題に端を発する金融市場の混乱と米国経済の失速によ

り企業収益が悪化したことに加え、これらを背景とした物価の上昇及び景気の先行きに対する不安感か

ら個人消費が伸び悩むなど、景気の減速感が強まりました。

　このような状況の中、当社グループは、今年度のスローガンを「創造力を磨き　より高い目標に挑戦」と

定め、営業面では、原材料値上げに伴う価格修正を主眼に、管理面では品質の向上、経費削減に取り組み、

業績の向上に努めてまいりました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は384億22百万円(前年同期比0.3％増加)となりましたが、度重

なる原材料値上げをカバーするには至らず、連結営業利益は19億13百万円(前年同期比12.2％減少)、連結

経常利益は20億７百万円(前年同期比11.1％減少)、連結中間純利益は11億35百万円(前年同期比13.1％減

少)となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　紙加工品事業

当社グループ売上高の57.5％を占めるこの部門では、紙袋(対連結売上高構成比29.3％)は、国内及び

中国子会社は概ね堅調に推移しましたが、アメリカ子会社の業績が振るわず、その結果、紙袋の中間連

結売上高は112億39百万円(前年同期比3.5％減少)となりました。

　紙器(同上構成比14.0％)は、食品関連など新規市場の開拓に努めましたが、中間連結売上高は53億90

百万円(前年同期比3.8％減少)となりました。

　段ボール(同上構成比11.8％)は、段ボールケースの受注が好調に推移し、価格修正も比較的に順調で、

中間連結売上高は45億52百万円(前年同期比19.3％増加)となりました。

　印刷(同上構成比2.4％)は、平成19年４月に日幸印刷株式会社を子会社化したこともあり、中間連結売

上高は９億18百万円(前年同期比17.9％増加)となりました。

　以上により、この部門の中間連結売上高は221億円(前年同期比1.2％増加)となり、原材料値上げに伴

う価格修正に努めたものの、値上がり幅を十分にカバーするには至らず、営業利益は14億３百万円(前

年同期比17.5％減少)となりました。

　

②　化成品事業

当社グループ売上高の22.2％を占めるこの部門では、今期も原材料価格上昇に伴う価格修正に努め、

メーカー市場向け商品は堅調に推移しましたが、レジ袋などの数量減少をカバーするには至らず、この

部門の中間連結売上高は85億13百万円(前年同期比0.1％減少)となり、営業利益は３億89百万円(前年

同期比4.4％減少)となりました。

　

③　その他事業

ギフト品、繊維品等当社グループ売上高の20.3％を占めるこの部門では、レジ袋に替わるマイバッグ

の販売は順調に推移しましたが、繊維品の販売低調をカバーできず、この部門の中間連結売上高は78億

９百万円(前年同期比1.8％減少)となり、営業利益は５億51百万円(前年同期比6.0％増加)となりまし

た。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ９億75百万円増加し、

43億19百万円となりました。

　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益19億42

百万円と減価償却費５億63百万円、仕入債務の減少41億82百万円、及び法人税等の支払額13億90百万円、

売上債権の減少57億34百万円を主な要因として、24億86百万円の増加(前年同期は27億35百万円の増加)

となりました。

　

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に生産設備の更新・合理化設

備等による有形固定資産取得10億75百万円、投資有価証券の取得６億35百万円の支出と、有価証券の運用

による増加６億円を主な要因として、10億98百万円の減少(前年同期は28億18百万円の減少)となりまし

た。

　

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加55百万円、配当

金の支払３億63百万円と、長期借入金の返済による支出90百万円を主な要因として、３億98百万円の減少

(前年同期は２億31百万円の減少)となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 9,556 105.0

化成品事業 1,110 103.6

その他事業 171 75.5

合計 10,839 104.2

(注) １　金額は製造原価で計算しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 22,125 102.6 2,945 102.8

化成品事業 8,489 101.2 855 103.0

その他事業 1,539 90.3 974 124.8

合計 32,154 101.6 4,774 106.7

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他事業の一部は受注生産を行っておりません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 22,100 101.2

化成品事業 8,513 99.9

その他事業 7,809 98.2

合計 38,422 100.3

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(１) 当面の対処すべき課題の内容等

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

(２) 会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

当社は、当社の企業価値は、これまで培ってきた人材、組織、設備、商品力、技術力、経営陣と従業員との信

頼関係、当社と顧客・取引先その他のステークホルダーとの信頼関係、立案・実行されてきた経営施策な

ど、当社の経営に重要不可欠な要素である有形無形の財産により形成され支えられているものと考えてお

ります。 

　当社の企業価値を高め、株主共同の利益に資するためには、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者はこれらの経営要素を維持・向上しなければなりません。 

　もちろん、当社は、株主は市場における自由な取引を通じて決定されることが原則であり、会社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者は、最終的に株主全体の意思に基づき決定されるべきものと考えておりま

す。 

　そのため、当社株式を大規模に買付けて当社の財務及び事業の方針の決定を支配しようとする、または当

社の財務及び事業の方針の決定に影響を及ぼそうとする特定の者もしくはグループが、当社経営陣の賛同

を得ずに一方的に株式の大規模な買付けを行う場合でも、当社の企業価値及び株主共同の利益に資するも

のであれば、これを一概に否定するものではありません。 

　しかしながら、上記の経営要素を毀損するなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損されるお

それが存する場合には、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及

び定款により許容される限度において相当の措置を講じることといたします。 

　これらをもって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針としておりま

す。 

②基本方針の実現に資する特別な取組み 

  当社は「愛し愛され」を社是とし、「人を大切にし、人を育てる経営」を指針に、「どのような環境の変

化にも対応し得る経営体質」を目指し、また地球環境問題への取組みなど、社会的責任を念頭に置きつつ、

包装の総合企業体として社会の発展と繁栄に貢献し、業績の向上に努めることを経営方針としてまいりま

した。 

　当社は、昭和27年に日本ケース株式会社として設立され、洋服箱のメーカーとして事業を開始し、その後、

積極的に生産設備を増強し、扱い品目を段ボール、紙器、紙袋、化成品、印刷事業等に拡大、顧客につきまして

も当初は主に紳士服小売店であったものを百貨店・量販店等の流通小売市場、食品・家電・サニタリー等

のメーカー市場等に広げ、昭和58年には社名を現在のザ・パック株式会社に変更、海外においては、アメリ

カ、中国に子会社を設立するなど、事業を拡大してまいりました。 

　その間、平成３年に大阪証券取引所市場第二部へ株式を上場、平成13年に東京証券取引所市場第二部、平成

15年には東京・大阪証券取引所市場第一部へ上場いたしました。 

　これらの業績向上や財務体質強化に努める一方、当社は従来から企業の社会的責任を強く認識し、包装文

化の発展を担う企業としての自覚のもと、昭和56年には包装資料館を設置して国内外のパッケージ研究お

よび情報発信の拠点とした他、平成５年にはザ・パックフォレスト基金を設立して森林保護及び植林活動

を推進し、主力事業におきましては環境対応新商品及び新技術の開発に積極的に取組んでまいりました。 

　平成11年には、 

　・環境対応ＮＯ．１の会社になろう 
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　・品質ＮＯ．１の会社になろう 

　・コストＮＯ．１の会社になろう 

　・世界に通用する会社になろう 

　・誇りを持ち、夢を実現できる会社になろう 

を全社スローガン「ザ・パック２１ビジョン」として決定し、役員・従業員が一体となって企業価値を高

める意思統一を図り、今日に至っております。 

　今後も、総合包装事業を中核事業として、顧客第一主義を柱に様々な業種や規模の顧客及び消費者のニー

ズを的確に把握して対応し、株主、顧客、取引先、従業員、地域住民その他のステークホルダーのご意見を重

視し信頼関係を維持しながら、業績向上、財務体質強化、社会的責任の遂行に関する的確な中長期的計画を

立案し実行していくことを、当社及び当社グループの企業価値及び株主共同の利益を高める取組みとして

実行してまいります。 

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止するための

取組み 

  当社は、平成19年８月９日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付け行為に関する対応策（以下

「本プラン」といいます）の導入を決議し、同日より発効いたしました。また、第56期定時株主総会におい

て本プランに関する議案が承認されました。 

　本プランは、予め当社取締役会の承認を得ることなく当社株式の20％以上を取得する大規模買付け行為を

行おうとする者またはグループ（以下「大規模買付け者」といいます）に対し、当社が定める大規模買付

けルールの遵守を求めて、株主に大規模買付け行為に応じるか否かの適切な判断のための十分な情報及び

期間を確保し、大規模買付け者が大規模買付けルールを遵守しない場合や当社の企業価値・株主共同の利

益が毀損される可能性が高いと合理的理由に基づき判断されるなどの一定の場合には、当社取締役会が、株

主に対する責務として、対抗措置としての効果を勘案した行使条件、取得条件、行使期間等を設けた新株予

約権を無償割当するなど、必要かつ相当な措置をとることができるとするものです。 

④上記③の取組みについての取締役会の判断 

　当社取締役会は、上記③の取組みが、上記①の会社の支配に関する基本方針に則って策定された、当社の企

業価値を確保することを目的とした取組みであり、株主の共同の利益を損なうものではないと考えます。 

　また、当社の業務執行を行う経営陣から独立した社外監査役、社外の有識者等から構成する独立委員会の

勧告を尊重して対抗措置を発動することが定められていること、当社の株主総会または当社株主総会で選

任された取締役で構成される取締役会によりいつでも本プランを廃止できること、対抗措置の発動、不発

動、中止、停止について独立委員会の勧告要件及び当社取締役会の決議もしくは判断の合理的な客観的要件

が定められていることなどから、取締役の地位の維持を目的とする恣意的な判断や発動を防止するための

仕組みをもった取組みであると考えております。 

 

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

当社グループ(当社及び連結子会社)は段ボール、紙器、紙袋、プラスチックフィルム袋(ポリ袋)等の包装

全般について“環境”と”安全”をコンセプトに新製品開発、加工技術の開発及び将来のための技術、材料

の研究を技術開発統括部を主体に各工場の技術部門が連携をとりながら進めております。

なお、研究テーマは事業の種類別セグメントに共通しているため、セグメント別には行っておりません。

当中間連結会計期間における、グループ全体の研究開発費用の総額は１億91百万円であり、以下のテーマを

主要課題としております。
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①　印刷技術に関して

(a) 紙器、紙袋、フィルム基材への印刷技術向上のため、版の高精度化としてフルデジタルのＣＴＰ

(Computer To Plate、ダイレクト製版)印刷を積極的に推進し、高品位印刷確立と共に校正刷り

や版作成の過程で出されるゴミや有害物質排出の低減を進めています。

また、印刷の高品位化の取組みとして印刷インキ及び設備等の開発にも取組んでおります。

(b) 印刷技術・技法に新しく高輝度印刷、擬似エンボス加工を加え、高付加価値印刷表現の商品開発

に取組んでおります。

(c) フレキソ印刷をはじめ、グラビア印刷やオフセット輪転印刷の機能性付与及び、高付加価値印刷

加工技術の研究に取組んでおります。

(d) プラスチックフィルムへの印刷は、有機溶剤を含んだインキが用いられてきましたが、人と環境

にやさしい水性インキでの印刷に取組んでおります。

②　環境対応素材として

(a) 素材減量化として、フィルムについては、個々の要求品質に応じた設計に伴う薄膜化技術に取組

みながら商品化を継続しております。

(b) 紙製緩衝材として、再生が容易ではないプラスチック成形加工品や発泡素材などに代わるもの

として、リサイクルしやすい紙及び段ボール素材を用いた包装設計に積極的に取組み、大型家電

商品から小型精密機器の包装として商品化をしております。

(C) 新分野開拓に向けての機能性素材(消臭、ＵＶカット加工等)の研究に継続して取組んでおりま

す。

(d) ＰＲＴＲ法で第１種指定物質に指定されている物質において、クロロベンゼンを環境影響の低

い材料に変更する等、積極的に環境対応に取組んでおります。

(e) 非木材紙の原料であるケナフを混抄したオリジナル原紙、「カスタードカラー」を商品化致し

ました。環境対応原紙を商品化することで、森林保護(フォレスト)基金に協賛することを目的と

しております。

(f) 環境に配慮した「エコハロー」の商品化に続き、食品残渣の茶殻を配合する事で紙の使用量を

削減し、ＣＯ２の固定化にも貢献できる「お茶殻入り紙袋」を商品化致しました。

レジ袋削減対応商品として「手提げ付き米袋」と、生産工程の簡素化と原材料を削減できる

「レーザー空気穴開け米袋」の商品化も行いました。

③　その他として

(a) ユニバーサルデザインパッケージの開発と商品化や機能性・利便性などニーズに応じた機能性

パッケージの開発及び生産機械の開発に取組んでおります。

(b) 段ボール製パレットにつきまして、その機能性を高めるための開発を進めると共に、効率的な製

造加工を提供する研究及び商品化に取組んでおります。

(C) 小ロット短納期生産システムに対応する高速生産設備の改良と新鋭機導入、印刷時に発生する

廃棄物であるインキスラッジの減量化と再資源化について取組んでおります。

(d) これまでの形状・型式を進化させた「ＭＦ－Ｒ」「スエヒロＢＯＸ」「ＦＳ－ＢＯＸ」等の商

品化に続き更に進化させた「ＭＦ－ＨＳ」の商品化を行いました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備計画の変更

前連結会計年度末に計画していた設備計画は、次のように変更しました。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

ザ・パック㈱
大阪工場（大阪府
東大阪市）

紙加工品事業
紙袋生産設
備拡充

150 － 自己資金
平成20年
　９月

平成21年
　７月

注２

ザ・パック㈱
奈良工場（奈良県
大和郡山市）

紙加工品事業
段ボール生
産設備拡充

200 － 自己資金
平成20年
　８月

平成20年
　11月

〃

(注)　１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　完成後の増加能力については、品質向上と合理化を目的としている為、記載しておりません。

　　　３　着手年月及び完了予定年月を変更しております。

　

(2) 重要な設備計画の完了

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおり

であります。

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月
完成後の
増加能力

ザ・パック㈱
大阪工場（大阪府東
大阪市）

紙加工品事業 紙袋生産設備拡充 136平成20年４月 注２

ザ・パック㈱
奈良工場（奈良県大
和郡山市）

紙加工品事業 段ボール生産設備拡充 170平成20年６月 〃

特百嘉包装制品
（常熟）有限公司
（中国江蘇省）

紙加工品事業 工場新設 121平成20年４月
紙袋生産
約3,500万袋
／年間

(注)　１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　２　完成後の増加能力については、品質向上と合理化を目的としている為、記載しておりません。

　

(3) 重要な設備の新設等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。

　

(4) 重要な設備の除却等

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,000,000

計 77,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,360,00019,360,000

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 19,360,00019,360,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 19,360,000 ― 2,200 ― 2,290
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(5) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

財団法人森田記念福祉財団 奈良県大和郡山市池沢町321―２ 2,081 10.75

森田商事株式会社 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 1,013 5.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 860 4.44

ザ・パック取引先持株会 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 700 3.62

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 614 3.18

ザ・パック社員持株会 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 596 3.08

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 528 2.73

北越製紙株式会社 新潟県長岡市西蔵王３丁目５番１号 450 2.32

七條紙商事株式会社 東京都中央区東日本橋２丁目20番10号 443 2.29

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 425 2.20

計 ― 7,715 39.85

(注)　当社は、自己株式1,155千株を保有しております。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,155,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,197,600
181,976 ―

単元未満株式
普通株式

7,400
―

100株(１単元)未満の株式であり
ます。

発行済株式総数 19,360,000― ―

総株主の議決権 ― 181,976 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式41株が含まれております。
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② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ザ・パック株式会社

大阪市東成区東小橋
２丁目９番９号

1,155,000 ― 1,155,000 5.97

計 ― 1,155,000 ― 1,155,000 5.97

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 1,656 1,570 1,649 1,720 1,639 1,595

最低(円) 1,132 1,319 1,230 1,471 1,510 1,360

(注)　最高・最低株価は東京証券取引市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次の通りであります。

役職の異動

新役職及び職名 旧役職及び職名 氏名 異動年月日

取締役副社長
生産事業本部長
技術開発担当

専務取締役
生産事業本部長
技術開発担当

中　尾　吉　計 平成20年７月７日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)及び前中間会計期間(平成19

年１月１日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、中間連結財務諸表並び

に中間財務諸表について新日本監査法人により中間監査を受けております。また当中間連結会計期間(平成

20年１月１日から平成20年６月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日ま

で)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結財務諸表並びに中間財務諸表について、

新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法

人から名称変更しております。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,036 4,369 3,394

　２　受取手形及び売掛金 ※１ 17,269 16,867 22,649

　３　有価証券 2,399 1,950 2,550

　４　たな卸資産 4,882 5,342 4,822

　５　繰延税金資産 156 151 195

　６　その他 261 386 241

　　　貸倒引当金 △33 △31 △42

　　　流動資産合計 28,97262.1 29,03561.2 33,81165.4

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　　(1) 建物及び構築物 3,190 4,330 4,484

　　(2) 機械装置
　　　　及び運搬具

2,837 3,247 3,065

　　(3) 工具・器具
　　　　及び備品

192 174 208

　　(4) 土地 5,680 5,595 5,666

　　(5) 建設仮勘定 921 12,82327.5 143 13,49228.5 63 13,48826.1

　２　無形固定資産 177 0.4 171 0.4 162 0.3

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 3,567 3,161 2,869

　　(2) 繰延税金資産 468 931 670

　　(3) その他 745 728 793

　　　　貸倒引当金 △107 4,67410.0 △104 4,7179.9 △102 4,2308.2

　　　固定資産合計 17,67537.9 18,38238.8 17,88034.6

　　　資産合計 46,647100.0 47,417100.0 51,692100.0
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前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※１ 16,453 16,418 20,628

　２　短期借入金 500 555 515

　３　未払法人税等 863 923 1,531

　４　賞与引当金 167 166 164

　５　役員賞与引当金 16 15 30

　６　その他 2,660 2,039 1,956

　　　流動負債合計 20,66144.3 20,11742.4 24,82648.0

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 325 90 165

　２　退職給付引当金 2,521 2,460 2,509

　３　役員退職慰労引当金 244 273 262

　４　その他 4 14 4

　　　固定負債合計 3,0966.6 2,8386.0 2,9415.7

　　　負債合計 23,75750.9 22,95648.4 27,76853.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,2004.7 2,2004.6 2,2004.3

　２　資本剰余金 2,2974.9 2,2974.9 2,2974.4

　３　利益剰余金 18,53939.8 20,78043.8 20,00838.7

　４　自己株式 △995△2.1 △995△2.1 △995△1.9

　　　株主資本合計 22,04247.3 24,28251.2 23,51145.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

938 2.0 388 0.8 514 1.0

　２　繰延ヘッジ損益 ― - 1 0.0 10 0.0

　３　為替換算調整勘定 △89△0.2 △240△0.5 △139△0.2

　　　評価・換算差額等
　　　合計

848 1.8 150 0.3 384 0.8

Ⅲ　少数株主持分 ― - 28 0.1 28 0.0

　　　純資産合計 22,89049.1 24,46151.6 23,92446.3

　　　負債及び純資産合計 46,647100.0 47,417100.0 51,692100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 38,310100.0 38,422100.0 83,561100.0

Ⅱ　売上原価 29,58377.2 29,94477.9 64,68377.4

　　　売上総利益 8,72622.8 8,47822.1 18,87822.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 6,54717.1 6,56517.1 13,50616.2

　　　営業利益 2,1795.7 1,9135.0 5,3716.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 34 42 75

　２　受取配当金 32 31 53

　３　賃貸料 25 16 42

　４　為替差益 ― 32 36

　５　その他 20 112 0.3 21 144 0.4 46 252 0.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 13 12 25

　２　為替差損 7 ― ―

　３　売上債権売却損 6 ― 12

　４　開業費償却 ― 18 ―

　５　その他 6 33 0.1 19 50 0.2 9 47 0.0

　　　経常利益 2,2585.9 2,0075.2 5,5776.7

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 5 0 112

　２　投資有価証券売却益 1 ― 8

　３　貸倒引当金戻入益 8 15 0.0 9 10 0.1 ― 120 0.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ 0 0 11

　２　固定資産除却損 ※４ 9 10 190

　３　投資有価証券売却損 2 ― 2

　４　投資有価証券評価損 2 ― 2

　５　会員権等評価損 ― ― 3

　６　役員退職慰労金 ― ― 4

　７　減損損失 ※５ ― 14 0.0 64 74 0.2 ― 215 0.3

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

2,2595.9 1,9425.1 5,4826.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

803 800 2,208

　　　法人税等調整額 149 952 2.5 6 807 2.1 189 2,3972.9

　　　中間(当期)純利益 1,3063.4 1,1353.0 3,0853.7
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 17,506 △994 21,001

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △273 △273

　中間純利益 1,306 1,306

　自己株式の取得 △8 △8

　自己株式の処分 7 7 15

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 7 1,033 △0 1,040

平成19年６月30日残高(百万円) 2,200 2,297 18,539 △995 22,042

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 862 △111 751 21,752

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △273

　中間純利益 1,306

　自己株式の取得 △8

　自己株式の処分 15

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

75 21 97 97

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

75 21 97 1,137

平成19年６月30日残高(百万円) 938 △89 848 22,890
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当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高(百万円) 2,200 2,297 20,008 △995 23,511

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △364 △364

　中間純利益 1,135 1,135

　自己株式の取得 △0 △0

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― 771 △0 771

平成20年６月30日残高(百万円) 2,200 2,297 20,780 △995 24,282

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) 514 10 △139 384 28 23,924

中間連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △364

　中間純利益 1,135

　自己株式の取得 △0

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△125 △8 △100 △234 ― △234

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△125 △8 △100 △234 ― 537

平成20年６月30日残高(百万円) 388 1 △240 150 28 24,461
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 17,506 △994 21,001

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △582 △582

　当期純利益 3,085 3,085

　自己株式の取得 △8 △8

　自己株式の処分 7 7 15

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 7 2,502 △0 2,509

平成19年12月31日残高(百万円) 2,200 2,297 20,008 △995 23,511

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 862 ― △111 751 ― 21,752

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △582

　当期純利益 3,085

　自己株式の取得 △8

　自己株式の処分 15

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

△348 10 △28 △366 28 △338

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△348 10 △28 △366 28 2,171

平成19年12月31日残高(百万円) 514 10 △139 384 28 23,924
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　　１　税金等調整前中間
　　　　(当期)純利益

2,259 1,942 5,482

　　２　減価償却費 410 563 878

　　３　のれん償却費 3 6 9

　　４　貸倒引当金の増減額 △7 △7 4

　　５　賞与引当金の増減額 2 2 △0

　　６　役員賞与引当金の
　　　　増減額

△14 △15 △0

　　７　退職給付引当金の
　　　　増減額

△0 △48 △13

　　８　役員退職慰労引当金
　　　　の増減額

△64 10 △45

　　９　受取利息及び
　　　　受取配当金

△67 △73 △128

　　10　支払利息 13 12 25

　　11　固定資産売却益 △5 △0 △112

　　12　固定資産売却損 0 0 11

　　13　固定資産除却損 9 10 190

　　14　減損損失 ― 64 ―

　　15　投資有価証券売却益 △1 ― △8

　　16　投資有価証券売却損 2 ― 2

　　17　投資有価証券評価損 2 ― 2

　　18　売上債権の増減額 4,965 5,734 △434

　　19　たな卸資産の増減額 △224 △535 △172

　　20　その他短期債権の
　　　　増減額

△146 △150 △130

　　21　その他長期債権の
　　　　増減額

△5 △1 △2

　　22　仕入債務の増減額 △3,495 △4,182 688

　　23　その他短期債務の
　　　　増減額

514 467 △173

　　24　その他長期債務の
　　　　増減額

1 10 0

　　25　その他 13 13 44

　　　　小計 4,166 3,820 6,117

　　26　利息及び配当金の
　　　　受取額

64 68 128

　　27　利息の支払額 △13 △12 △25

　　28　法人税等の支払額 △1,482 △1,390 △2,225

　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

2,735 2,486 3,994
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　　１　定期預金の預入による
　　　　支出

△79 △40 △100

　　２　定期預金の払戻による
　　　　収入

50 40 176

　　３　有価証券の運用による
　　　　増減

△2,100 600 △2,550

　　４　資金の貸付による支出 △112 △77 △116

　　５　資金の回収による収入 123 58 104

　　６　有形固定資産の
　　　　取得による支出

△649 △1,075 △1,969

　　７　有形固定資産の
　　　　売却による収入

30 10 199

　　８　無形固定資産の
　　　　取得による支出

△11 △44 △29

　　９　投資有価証券の
　　　　取得による支出

△58 △635 △73

　　10　投資有価証券の
　　　　売却による収入

16 ― 24

　　11　連結範囲の変更を伴う
　　　　子会社株式の取得によ
　　　　る収入

2 ― 31

　　12　その他 △31 64 △131

　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△2,818 △1,098 △4,434

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　　１　短期借入金増減額 △410 55 △396

　　２　長期借入による収入 500 ― 500

　　３　長期借入金の
　　　　返済による支出

△65 △90 △232

　　４　親会社による配当金
　　　　の支払額

△270 △363 △588

　　５　自己株式売買
　　　　による収支

14 △0 14

　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△231 △398 △703

Ⅳ　現金及び現金同等物
　　に係る換算差額

3 △13 △3

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　増減額

△311 975 △1,146

Ⅵ　現金及び現金同等物
　　の期首残高

4,491 3,344 4,491

Ⅶ　現金及び現金同等物
　　の中間期末(期末)残高

4,180 4,319 3,344
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

連結子会社の数　　５社

連結子会社の名称

　ザ・パックアメリカコー

ポレーション

　㈱ザ・ニコルス

　㈱京浜特殊印刷

　日幸印刷㈱

　特百嘉包装品貿易(上海)

有限公司

(注)当中間連結会計期間

において日幸印刷株

式会社の株式を追加

取得し、100％子会社

化し連結子会社とし

ております。

 

連結子会社の数　　６社

連結子会社の名称

　ザ・パックアメリカコー

ポレーション

　㈱ザ・ニコルス

　㈱京浜特殊印刷

　日幸印刷㈱

　特百嘉包装品貿易(上海)

有限公司

　特百嘉包装制品(常熟)有

限公司

 

 

連結子会社の数　　６社

連結子会社は「第１　企業

の概況　４　関係会社の状

況」に記載しているため省

略しております。

(注)当連結会計年度にお

いて日幸印刷株式会

社の株式を追加取得

して100％子会社化

し、また、中国に生産

拠点として特百嘉包

装制品(常熟)有限公

司を平成19年８月７

日に設立し、両社を

連結子会社としてお

ります。

２　持分法の適用に関

する事項

非連結子会社及び関連会社

はありません。

同左 同左

３　連結子会社の中間

決算日(事業年度)

等に関する事項

連結子会社のうち、ザ・

パックアメリカコーポレー

ションの中間決算日は４月

30日であります。中間連結

財務諸表の作成にあたって

は４月30日現在の財務諸表

を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引

については、中間連結上必

要な調整を行っておりま

す。

同左 連結子会社のうち、ザ・

パックアメリカコーポレー

ションの決算日は10月31日

であります。連結財務諸表

の作成にあたっては10月31

日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生

じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を

行っております。

４　会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　　償却原価法(定額

　　　　法)

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　…中間連結決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　満期保有目的の債券

同左

 

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

　①　有価証券

　　　満期保有目的の債券

同左

 

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　…決算期末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　…移動平均法による原

価法

　　　　時価のないもの

同左

　　　　時価のないもの

同左

　②　デリバティブ

　　　…時価法

　②　デリバティブ

同左

　②　デリバティブ

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　③　たな卸資産

　　　…主として総平均法に

よる低価法

　③　たな卸資産

同左

　③　たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　　有形固定資産

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　　有形固定資産

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　　有形固定資産

　①　親会社及び国内連結子

会社
　建物(建物付属設備を除く)
　ⅰ　平成10年３月31日以

前に取得したも

の…旧定率法に

よっております。

　ⅱ　平成10年４月１日か

ら平成19年３月31

日までに取得した

もの…旧定額法に

よっております。

　ⅲ　平成19年４月１日以

降に取得したも

の…定額法によっ

ております。
　建物以外(建物付属設備を含

む)
　ⅰ　平成19年３月31日以

前に取得したも

の…旧定率法に

よっております。

　ⅱ　平成19年４月１日以

降に取得したも

の…定率法によっ

ております。

　①　親会社及び国内連結子

会社
　建物(建物付属設備を除く)
　ⅰ　平成10年３月31日以

前に取得したも

の…旧定率法に

よっております。

　ⅱ　平成10年４月１日か

ら平成19年３月31

日までに取得した

もの…旧定額法に

よっております。

　ⅲ　平成19年４月１日以

降に取得したも

の…定額法によっ

ております。
　建物以外(建物付属設備を含

む)
　ⅰ　平成19年３月31日以

前に取得したも

の…旧定率法に

よっております。

　ⅱ　平成19年４月１日以

降に取得したも

の…定率法によっ

ております。

　①　親会社及び国内連結子

会社
　建物(建物付属設備を除く)
　ⅰ　平成10年３月31日以

前に取得したも

の…旧定率法に

よっております。

　ⅱ　平成10年４月１日か

ら平成19年３月31

日までに取得した

もの…旧定額法に

よっております。

　ⅲ　平成19年４月１日以

降に取得したも

の…定額法によっ

ております。
　建物以外(建物付属設備を含

む)
　ⅰ　平成19年３月31日以

前に取得したも

の…旧定率法に

よっております。

　ⅱ　平成19年４月１日以

降に取得したも

の…定率法によっ

ております。

　②　在外連結子会社

…定額法

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

ります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置
及び
運搬具

４～12年

　②　在外連結子会社

…定額法

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

ります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置
及び
運搬具

４～12年

　(追加情報)

  当社及び国内連結子会

社については、法人税法の

改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産

については、償却可能限度

額まで償却が終了した翌

連結会計年度から５年間

で均等償却する方法に

よっております。

　②　在外連結子会社

…定額法

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ

ります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置
及び
運搬具

４～12年
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

  これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前

中間純利益がそれぞれ44

百万円減少しております。

　　無形固定資産

…定額法

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利

用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用

しております。

(3) 　　　　―
 

　　無形固定資産

　同左
　　　

 

(3) 繰延資産の処理方法

開業費

支出時に全額費用処

理しております。

　　無形固定資産

　同左

 

(3) 　　　　―
 

(4) 重要な引当金の計上基

準

(4) 重要な引当金の計上基

準

(4) 重要な引当金の計上基

準

　①　貸倒引当金

債権の貸倒による損

失に備えるため、一

般債権については貸

倒実績率に基づき、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を検

討し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。

　①　貸倒引当金

　　同左

　①　貸倒引当金

　　同左

　②　賞与引当金

従業員に対する賞与

の支給に備えるた

め、過去の支給実績

を勘案し、当中間連

結会計期間の負担す

べき実際支給見込額

を計上しておりま

す。

　②　賞与引当金

　　同左

　②　賞与引当金

従業員に対する賞与

の支給に備えるた

め、過去の支給実績

を勘案し、当連結会

計年度の負担すべき

実際支給見込額を計

上しております。

　③　役員賞与引当金

　　　役員に支給する賞与の

支払に備えるため、

当連結会計年度末に

おける支給見込額に

基づき、当中間連結

会計期間末において

発生していると認め

られる額を計上して

おります。

　③　役員賞与引当金

同左

 

　③　役員賞与引当金

　　　役員及び執行役員に支

給する賞与の支払に

備えるため、当連結

会計年度末における

支給見込額を計上し

ております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　④　退職給付引当金

　　　従業員に対する退職給

付に備えるため、当

連結会計年度末にお

ける退職給付債務お

よび年金資産の見込

額に基づき、当中間

連結会計期間末にお

いて発生していると

認められる額を計上

しております。

　④　退職給付引当金

同左

　④　退職給付引当金

　　　従業員に対する退職給

付に備えるため、当

連結会計年度末にお

ける退職給付債務お

よび年金資産の見込

額に基づき、当連結

会計年度末において

発生していると認め

られる額を計上して

おります。

　　　また、数理計算上の差異
は、発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により翌連結会計年
度から費用処理する
こととしておりま
す。

　　　また、数理計算上の差異
は、発生時の従業員
の平均残存勤務期間
以内の一定の年数
(10年)による定額法
により翌連結会計年
度から費用処理する
こととしておりま
す。

　⑤　役員退職慰労引当金
　　　役員及び執行役員に対

する退職慰労金の支
払に備えるため、内
規に基づく中間連結
会計期間末要支給額
の100％を計上して
おります。

　⑤　役員退職慰労引当金

同左

　⑤　役員退職慰労引当金
　　　役員及び執行役員に対

する退職慰労金の支
払に備えるため、内
規に基づく当連結会
計年度末要支給額の
100％を計上してお
ります。

(5) 重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、
中間連結決算日の直物
為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損
益として処理しており
ます。

　　なお、在外子会社の資産
・負債および収益・費
用は在外子会社の中間
決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部
における為替換算調整
勘定に含めておりま
す。

(5) 重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算の基準

同左

(5) 重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への
換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、
連結決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、換算差額は損益と
して処理しておりま
す。

　　なお、在外子会社の資産
・負債および収益・費
用は在外子会社の決算
日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算
差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定
に含めております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

　　リース物件の所有権が借

主に移転すると認めら

れるもの以外のファイ

ナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

おります。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同左
 

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

　①　ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについて

は、特例処理の要件を

満たしておりますの

で、特例処理を採用し

ております。

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

　①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

なお、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債

務については振当処理

を行っております。ま

た、金利スワップにつ

いては、特例処理の要

件を満たしております

ので特例処理を採用し

ております。

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

　①　ヘッジ会計の方法

同左

　②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段----金利ス

ワップ

　　ヘッジ対象----借入金の

利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段----

先物為替予約

金利スワップ

　　ヘッジ対象----

外貨建金銭債務及び

外貨建予定取引

借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リ

スクを回避する目的

で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契

約毎に行っておりま

す。

　③　ヘッジ方針

為替相場の変動によ

るリスクを軽減する

ために、先物為替予約

取引について、実需の

範囲内で行うことと

しております。また、

借入金の金利変動リ

スクを回避する目的

で金利スワップ取引

を行っております。

　③　ヘッジ方針

同左

　④　ヘッジ有効性評価の方

法

金利スワップの特例

処理の要件を満たし

ているので中間決算

日における有効性の

評価を省略しており

ます。

　④　ヘッジ有効性評価の方

法

先物為替予約につい

ては、ヘッジ対象に対

し同一通貨建による

同一期日のものをそ

れぞれ振当てている

ため、その後の為替相

場の変動による相関

関係は確保されてお

り、その判定をもって

有効性の判定に代え

ておりますので、中間

決算日における有効

性の評価を省略して

おります。

また、金利スワップの

特例処理の要件を満

たしておりますので、

中間決算日における

有効性の評価を省略

しております。

　④　ヘッジ有効性評価の方

法

先物為替予約につい

ては、ヘッジ対象に対

し同一通貨建による

同一期日のものをそ

れぞれ振当てている

ため、その後の為替相

場の変動による相関

関係は確保されてお

り、その判定をもって

有効性の判定に代え

ておりますので、決算

日における有効性の

評価を省略しており

ます。

また、金利スワップの

特例処理の要件を満

たしておりますので、

決算日における有効

性の評価を省略して

おります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(8) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

　　消費税等の会計処理

　　主として税抜方式によっ

ております。

(8) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項

　　消費税等の会計処理

同左

(8) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

 

　　消費税等の会計処理

同左

５　のれんの償却に関

する事項

のれんはのれんが発生した

都度、かつ子会社ごとに判

断し、その金額の重要性が

乏しい場合を除き、子会社

の実態に基づいた適切な償

却期間において定額法によ

り償却することとしており

ます。

同左 同左

６　中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッ

シュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、要求払預金及び

容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日

又は償還日の到来する短期

的な投資を計上しておりま

す。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び容易に

換金可能であり、かつ価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ヶ月以内に満期日又は償

還日の到来する短期的な投

資を計上しております。

　
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

有形固定資産の減価償

却の方法

当中間連結会計期間より、
「所得税法等の一部を改正
する法律」(平成19年３月
30日　法律第６号)及び「法
人税法施行令の一部を改正
する政令」(平成19年３月
30日　政令第83号)の法人税
法の改正に伴い、平成19年
４月１日以降に取得したも
のについては、改正後の法
人税法に基づく方法に変更
しております。
これによる損益に与える影
響は軽微であります。

――― 当連結会計年度より、「所
得税法等の一部を改正する
法律」(平成19年３月30日　
法律第６号)及び「法人税
法施行令の一部を改正する
政令」(平成19年３月30日　
政令第83号)の法人税法の
改正に伴い、平成19年４月
１日以降に取得したものに
ついては、改正後の法人税
法に基づく方法に変更して
おります。
これによる損益に与える影
響は軽微であります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度
(平成19年12月31日)

※１　期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理

しております。したがって当

中間連結会計期間末日が金融

機関の休日であったため次の

期末日満期手形が中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 215百万円

割引手形 14　〃

支払手形 891　〃

※１　　　　 ――― ※１　期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理

しております。したがって当

連結会計年度末日が金融機関

の休日であったため次の期末

日満期手形が期末残高に含ま

れております。

受取手形 219百万円

支払手形 948　〃

※２　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　21,854百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　  　21,756百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　21,601百万円

　３　受取手形割引高　　57百万円   ３　　　　 ―――   ３　　　　 ―――

　

(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

主要な費目
金額
(百万円)

荷送費・運送費 1,619

給与手当 2,131

貸倒引当金
繰入額

5

賞与引当金
繰入額

95

役員賞与引当金
繰入額

16

退職給付費用 167

役員退職慰労
引当金繰入額

25

減価償却費 113

賃借料 1,140

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

主要な費目
金額
(百万円)

荷送費・運送費 1,645

給与手当 2,187

貸倒引当金
繰入額

3

賞与引当金
繰入額

94

役員賞与引当金
繰入額

15

退職給付費用 174

役員退職慰労
引当金繰入額

27

減価償却費 169

賃借料 1,093

※１　販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

主要な費目
金額
(百万円)

荷送費・運送費 3,496

給与手当 4,325

貸倒引当金
繰入額

18

賞与引当金
繰入額

94

役員賞与引当金
繰入額

30

退職給付費用 334

役員退職慰労
引当金繰入額

44

減価償却費 241

賃借料 2,370

※２　固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

機械装置 4百万円

車両運搬具 0　〃

計 5　〃

※２　固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

機械装置 0百万円

※２　固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

土地 42百万円

建物 64　〃

構築物 0　〃

機械装置 4　〃

車両運搬具 0　〃

計 112　〃

※３　固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

車両運搬具 0百万円

※３　固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

車両運搬具 0百万円

※３　固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

機械装置 10百万円

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 0　〃

計 11　〃
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※４　固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 1百万円

構築物 0　〃

機械装置 5　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 1　〃

計 9　〃

※４　固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 1百万円

機械装置 2　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 6　〃

計 10　〃

※４　固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 130百万円

構築物 5　〃

機械装置 27　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 27　〃

計 190　〃

※５　　　　　　―――

 

※５　当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産に

ついて減損損失を計上してお

ります。

場所 用途 種類
減損
損失

山口県
遊休
資産

土地
64
百万円

※５　　　　　　―――

 

　　　当社グループは、原則として、自

社利用の事業用資産について

は所属事業所ごとに、また遊

休資産等については個別物件

ごと、関係会社については会

社単位にグルーピングしてお

ります。

時価の下落により上記資産の

帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損

失(64百万円)として特別損失

に計上しております。その内

訳は、土地64百万円でありま

す。

なお回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価

額に基づき算定しておりま

す。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１.　 発行済株式の種類及び総数な

らびに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

１.　 発行済株式の種類及び総数な

らびに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

１．　発行済株式の種類及び総数な

らびに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

発行済株式の
種類

自己株式の
種類

普通株式 普通株式

前連結会
計年度末
株式数

19,360,000株1,154,515株

当中間連
結会計期
間増加株
式数

― 7,011株

当中間連
結会計期
間減少株
式数

― 6,600株

当中間連
結会計期
間末株式
数

19,360,000株1,154,926株

発行済株式の
種類

自己株式の
種類

普通株式 普通株式

前連結会
計年度末
株式数

19,360,000株1,154,871株

当中間連
結会計期
間増加株
式数

― 170株

当中間連
結会計期
間減少株
式数

― ―

当中間連
結会計期
間末株式
数

19,360,000株1,155,041株

発行済株式の
種類

自己株式の
種類

普通株式 普通株式

前連結会
計年度末
株式数

19,360,000株1,154,515株

当連結会
計年度増
加株式数

― 7,071株

当連結会
計年度減
少株式数

― 6,715株

当連結会
計年度末
株式数

19,360,000株1,154,871株

(注)普通株式の自己株式の株式数

の増加411株は、単元未満株式

の取得によるものであり、

6,600株は新規連結に伴うもの

であります。

減少6,600株は連結子会社の自

己株式(当社株式)の売却によ

るものであります。

(注)普通株式の自己株式の株式数

の増加170株は、単元未満株式

の買取りによるものでありま

す。

(注)普通株式の自己株式の株式数

の増加471株は、単元未満株式

の買取りによるものであり、

6,600株は新規連結に伴うもの

であります。

減少6,600株は連結子会社の自

己株式(当社株式)の売却によ

るものであり、115株は買増請

求によるものであります。

２.　 配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

　　　平成19年３月29日開催の第55期

定時株主総会において次の通

り決議しております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 ①配当金の総額

 273,082,275円

　　 ②１株当たりの配当額

 15円00銭

　　 ③基準日

 平成18年12月31日

　　 ④効力発生日

 平成19年３月30日

２.　 配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

　　　平成20年３月28日開催の第56期

定時株主総会において次の通

り決議しております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 ①配当金の総額

 364,102,580円

　　 ②１株当たりの配当額

 20円00銭

　　 ③基準日

 平成19年12月31日

　　 ④効力発生日

 平成20年３月31日

２.　 配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

　　①平成19年３月29日開催の第55期

定時株主総会において次のと

おり決議しております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 (a)配当金の総額

　273,082,275円

　　 (b)１株当たりの配当額

　15円00銭

　　 (c)基準日

　平成18年12月31日

　　 (d)効力発生日

　平成19年３月30日

　　②平成19年８月９日開催の取締役

会において次のとおり決議し

ております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 (a)配当金の総額

　309,486,258円

　　 (b)１株当たりの配当額

　17円00銭

　　 (c)基準日

　平成19年６月30日

　　 (d)効力発生日

　平成19年９月10日
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前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(２) 基準日が当中間連結会計期間

に属する配当のうち、配当の

効力発生日が当中間連結会計

期間後となるもの

　　　平成19年８月９日開催の取締役

会において次のとおり決議し

ております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 ①配当金の総額

 309,486,258円

　　 ②配当の原資

 利益剰余金

　　 ③１株当たりの配当額

 17円00銭

　　 ④基準日

 平成19年６月30日

　　 ⑤効力発生日

 平成19年９月10日

　(２) 基準日が当中間連結会計期間

に属する配当のうち、配当の

効力発生日が当中間連結会計

期間後となるもの

　　　平成20年８月７日開催の取締役

会において次のとおり決議し

ております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 ①配当金の総額

 364,099,180円

　　 ②配当の原資

 利益剰余金

　　 ③１株当たりの配当額

 20円00銭

　　 ④基準日

 平成20年６月30日

　　 ⑤効力発生日

 平成20年９月10日

　(２) 基準日が当連結会計年度に属

する配当のうち、配当の効力

発生日が当連結会計年度後と

なるもの

　　　平成20年３月28日開催の第56期

定時株主総会において次の通

り決議しております。

　　　普通株式の配当に関する事項

　　 (a)配当金の総額

　364,102,580円

　　 (b)配当の原資

　利益剰余金

　　 (c)１株当たりの配当額

　20円00銭

　　 (d)基準日

　平成19年12月31日

　　 (e)効力発生日

　平成20年３月31日

　

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,036百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△155　〃

取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来
する有価証券

299　〃

現金及び現金同等物 4,180百万円
 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,369百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△50　〃

現金及び現金同等物 4,319百万円
 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 3,394百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△50　〃

現金及び現金同等物 3,344百万円
 

　

次へ
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側） （借主側） （借主側）

　① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

　① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

　① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額
　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

287 144 142

機械装置
及び
運搬具

102 49 52

無形固定
資産

82 64 18

合計 471 258 212

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

273 187 86

機械装置
及び
運搬具

99 62 37

無形固定
資産

25 20 5

合計 399 270 129

　

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
及び備品

281 167 114

機械装置
及び
運搬具

99 55 44

無形固定
資産

76 66 10

合計 458 288 169

　(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

より算定しております。

　(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」に

より算定しております。

　(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。

　② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 83百万円

１年超 129　〃

計 212　〃

　② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 61百万円

１年超 67　〃

計 129　〃

　② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 74百万円

１年超 94　〃

計 169　〃

　(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。

　(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。

　(注)　未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　③ 当中間連結会計期間の支払リー

ス料及び減価償却費相当額

支払リース料 45百万円

減価償却費
相当額

45　〃

　③ 当中間連結会計期間の支払リー

ス料及び減価償却費相当額

支払リース料 39百万円

減価償却費
相当額

39　〃

　③ 当連結会計年度の支払リース料

及び減価償却費相当額

支払リース料 89百万円

減価償却費
相当額

89　〃

　④ 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を０とする定額法によっ

ております。

　④ 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を０とする定額法によっ

ております。

　④ 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を０とする定額法によっ

ております。

EDINET提出書類

ザ・パック株式会社(E00674)

半期報告書

34/63



前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

２　転リース

未経過リース料中間期末残高相当額

（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

計 4　〃

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

計 4　〃

２　転リース

未経過リース料中間期末残高相当額

（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 1　〃

計 2　〃

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 1　〃

計 2　〃

２　転リース

未経過リース料期末残高相当額

（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

計 3　〃

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

計 3　〃

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 4　〃

計 6　〃

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

計 3　〃

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 3　〃

計 4　〃

　

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

　

(減損損失について)

　　　　　　　同左

　

(減損損失について)

　　　　　　　同左

　

EDINET提出書類

ザ・パック株式会社(E00674)

半期報告書

35/63



(有価証券関係)

前中間連結会計期間(平成19年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
中間連結貸借

対照表計上額
差額

　　株式 1,962百万円 3,539百万円 1,576百万円

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　　　　内容 　　中間連結貸借対照表計上額

　(1)満期保有目的の債券

　　　コマーシャルペーパー 299百万円

　(2)その他有価証券

　　　譲渡性預金 2,100

　　　非上場株式 28

(注)　当中間連結会計期間においてその他有価証券の非上場株式について２百万円減損処理を行っております。

　

当中間連結会計期間(平成20年６月30日)

１　時価のある有価証券

(1)満期保有目的の債券
中間連結貸借

対照表計上額
時価 差額

　　社債 493百万円 492百万円 △1百万円

　

(2)その他有価証券 取得原価
中間連結貸借

対照表計上額
差額

　　株式 2,099百万円 2,619百万円 520百万円

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　　　　内容 　　中間連結貸借対照表計上額

　 その他有価証券

　　　譲渡性預金 1,950百万円

　　　非上場株式 48　　　

　

EDINET提出書類

ザ・パック株式会社(E00674)

半期報告書

36/63



前連結会計年度(平成19年12月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

取得原価
連結貸借

対照表計上額
差額

　　株式 1,977百万円 2,841百万円 863百万円

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　　　　内容 　　連結貸借対照表計上額

　 その他有価証券

　　　譲渡性預金 2,550百万円

　　　非上場株式 28

(注)　当連結会計年度においてその他有価証券の非上場株式について２百万円減損処理を行っております。

　

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

取引の時価等に関する事項

　該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行ってお

りますが、ヘッジ会計を適用して

おりますので、注記の対象から除

いております。

取引の時価等に関する事項

　該当事項はありません。

　なお、為替予約取引及び金利スワッ

プ取引を行っておりますが、いず

れもヘッジ会計を適用しておりま

すので、注記の対象から除いてお

ります。

取引の時価等に関する事項

同左

　

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。 同左 同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　
紙加工品事業
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

21,839 8,518 7,951 38,310 ― 38,310

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 21,839 8,518 7,951 38,310 ― 38,310

営業費用 20,137 8,111 7,431 35,680 450 36,131

営業利益 1,702 407 520 2,629 (450) 2,179

(注) １　事業区分は、製品の種類により区分しております。

２　各事業の主な製品　　紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱、印刷

　　　　　　　　　　　化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ

　　　　　　　　　　　その他事業………繊維品、その他雑貨

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は466百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

　
紙加工品事業
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

22,100 8,513 7,809 38,422 ― 38,422

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 22,100 8,513 7,809 38,422 ― 38,422

営業費用 20,696 8,123 7,257 36,078 431 36,509

営業利益 1,403 389 551 2,344 (431) 1,913

(注) １　事業区分は、製品の種類により区分しております。

２　各事業の主な製品　　紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱、印刷

　　　　　　　　　　　化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ

　　　　　　　　　　　その他事業………繊維品、その他雑貨

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は451百万円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　
紙加工品事業
(百万円)

化成品事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は
全社(百万円)

連結(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

47,462 18,392 17,705 83,561 ― 83,561

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 47,462 18,392 17,705 83,561 ― 83,561

営業費用 43,433 17,353 16,337 77,124 1,066 78,190

営業利益 4,029 1,038 1,368 6,437 (1,066)5,371

(注) １　事業区分は、製品の種類により区分しております。

２　各事業の主な製品　　紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱、印刷

　　　　　　　　　　　化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ

　　　　　　　　　　　その他事業………繊維品、その他雑貨

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,101百万円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えているため、その記載を省略して

おります。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えているため、その記載を省略して

おります。

　

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えているため、その記載を省略して

おります。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

　

前連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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(企業結合等関係)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。 同左 同左

　

(１株当たり情報)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 1,257.37円１株当たり純資産額 1,342.10円１株当たり純資産額 1,312.58円

１株当たり中間純利益 71.79円１株当たり中間純利益 62.40円１株当たり当期純利益 169.47円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため、記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年６月30日)

前連結会計年度末

(平成19年12月31日)

純資産の部の合計額 22,890百万円 24,461百万円 23,924百万円

普通株式に係る純資産額 22,890百万円 24,432百万円 23,895百万円

差額の主な内訳

　少数株主持分 ― 28百万円 28百万円

普通株式の発行済株式数 19,360,000株19,360,000株19,360,000株

普通株式の自己株式数 1,154,926株 1,155,041株 1,154,871株

１株当たり純資産の算定に用いら
れた普通株式の数

18,205,074株18,204,959株18,205,129株

２　１株当たり中間(当期)純利益
前中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日

至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日

至　平成20年６月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年１月１日

至　平成19年12月31日)

中間(当期)純利益 1,306百万円 1,135百万円 3,085百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 1,306百万円 1,135百万円 3,085百万円

普通株式の期中平均株式数 18,202,798株18,205,055株18,203,835株
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(重要な後発事象)
　

前中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当社は中国における生産拠点として

特百嘉包装制品（常熟）有限公司を

設立しております。

１　主旨及び目的

高度経済成長が続く中国での

市場環境及び将来性を見込

み、紙製ショッピングバッグ

を中国国内において製造・販

売を行うため。

２　会社名

特百嘉包装制品（常熟）有限

公司

３　代表者の氏名

中尾　吉計（ザ・パック株式

会社専務取締役）

４　所在地

中華人民共和国江蘇省常熟東

南経済開発区黄山路３号

５　資本金

250万米ドル

６　出資比率

ザ・パック株式会社：90％

丸紅株式会社：10％

７　事業内容

紙包装製品の生産・加工・販

売

８　設立年月日

平成19年８月７日

―――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,279 3,808 2,653

　２　受取手形 ※２ 4,029 3,975 4,425

　３　売掛金 12,483 12,157 17,132

　４　有価証券 2,399 1,950 2,550

　５　たな卸資産 4,470 4,928 4,338

　６　繰延税金資産 142 145 186

　７　その他 230 265 91

　　　貸倒引当金 △24 △24 △32

　　　流動資産合計 27,01059.7 27,20658.7 31,34562.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 2,930 3,972 4,081

　　(2) 機械装置 2,441 2,787 2,680

　　(3) 土地 5,606 5,531 5,595

　　(4) 建設仮勘定 901 143 63

　　(5) その他 196 182 215

　　　有形固定資産合計 12,075 12,617 12,636

　２　無形固定資産 141 148 132

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 3,566 3,161 2,868

　　(2) 繰延税金資産 450 911 649

　　(3) その他 2,070 2,378 2,504

　　　　貸倒引当金 △103 △100 △99

　　　　投資その他の
　　　　資産合計

5,983 6,350 5,922

　　　　固定資産合計 18,20040.3 19,11541.3 18,69137.4

　　　資産合計 45,210100.0 46,322100.0 50,037100.0
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前中間会計期間末

(平成19年６月30日)

当中間会計期間末

(平成20年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※２ 8,614 8,472 9,872

　２　買掛金 7,421 7,492 10,006

　３　短期借入金 320 390 335

　４　一年以内に返済予定
　　　の長期借入金

180 165 180

　５　未払法人税等 756 805 1,361

　６　未払消費税等 ※３ 80 94 17

　７　賞与引当金 155 156 153

　８　役員賞与引当金 16 14 29

　９　その他 2,245 1,813 1,788

　　　流動負債合計 19,79043.8 19,40441.9 23,74447.5

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 255 90 165

　２　退職給付引当金 2,489 2,427 2,476

　３　役員退職慰労引当金 239 266 257

　４　その他 4 14 4

　　　固定負債合計 2,9886.6 2,7986.0 2,9025.8

　　　負債合計 22,77850.4 22,20347.9 26,64753.3

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,2004.9 2,2004.7 2,2004.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 2,290 2,290 2,290

　　(2) その他資本剰余金 ― 0 0

　　　資本剰余金合計 2,2905.0 2,2904.9 2,2904.6

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 449 449 449

　　(2) その他利益剰余金

　　　　買換資産
　　　　圧縮積立金

334 320 327

　　　　別途積立金 15,651 17,801 15,651

　　　　繰越利益剰余金 1,564 1,662 2,942

　　　利益剰余金合計 17,99939.8 20,23443.7 19,37038.7

　４　自己株式 △995△2.2 △995△2.1 △995△2.0

　　　株主資本合計 21,49447.5 23,72851.2 22,86545.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

937 2.1 388 0.9 514 1.0

　２　繰延ヘッジ損益 ― ― 1 0.0 10 0.0

　　　評価・換算差額等
　　　合計

937 2.1 390 0.9 524 1.0

　　　純資産合計 22,43249.6 24,11952.1 23,39046.7

　　　負債及び純資産合計 45,210100.0 46,322100.0 50,037100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 35,005100.0 36,008100.0 77,099100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 27,00977.2 28,00477.8 59,59177.3

　　　売上総利益 7,99522.8 8,00322.2 17,50722.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 6,14317.5 6,18017.1 12,71916.5

　　　営業利益 1,8515.3 1,8235.1 4,7886.2

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 30 33 69

　２　受取配当金 127 115 148

　３　その他 100 258 0.8 140 289 0.8 239 457 0.6

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 11 15 28

　２　その他 13 25 0.1 10 25 0.1 7 35 0.0

　　　経常利益 2,0856.0 2,0875.8 5,2106.8

Ⅵ　特別利益 ※２ 13 0.0 8 0.0 120 0.1

Ⅶ　特別損失 ※3,4 14 0.0 74 0.2 211 0.3

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

2,0846.0 2,0215.6 5,1206.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

745 791 2,062

　　　法人税等調整額 97 843 2.5 2 794 2.2 136 2,1982.9

　　　中間(当期)純利益 1,2403.5 1,2273.4 2,9213.8
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 2,290

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当

　中間純利益

　自己株式の取得

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ―

平成19年６月30日残高(百万円) 2,200 2,290 2,290

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 
合 計買換資産　 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益　 
剰余金

平成18年12月31日残高(百万円) 449 341 13,701 2,539 17,032 △ 994 20,527

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △273 △273 △273

　中間純利益 1,240 1,240 1,240

　自己株式の取得 △0 △0

　買換資産圧縮積立金の取崩 △7 7

　別途積立金の積立 1,950 △1,950

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― △7 1,950 △975 967 △0 966

平成19年６月30日残高(百万円) 449 334 15,651 1,564 17,999 △995 21,494

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 861 861 21,389

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △273

　中間純利益 1,240

　自己株式の取得 △0

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

75 75 75

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

75 75 1,042

平成19年６月30日残高(百万円) 937 937 22,432
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当中間会計期間(自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 0 2,290

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当

　中間純利益

　自己株式の取得

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ―

平成20年６月30日残高(百万円) 2,200 2,290 0 2,290

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 
合 計買換資産　 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益　 
剰余金

平成19年12月31日残高(百万円) 449 327 15,651 2,942 19,370 △995 22,865

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △364 △364 △364

　中間純利益 1,227 1,227 1,227

　自己株式の取得 △0 △0

　買換資産圧縮積立金の取崩 △6 6

　別途積立金の積立 2,150 △2,150

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― △6 2,150 △1,279 863 △0 863

平成20年６月30日残高(百万円) 449 320 17,801 1,662 20,234 △995 23,728

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高(百万円) 514 10 524 23,390

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当 △364

　中間純利益 1,227

　自己株式の取得 △0

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△125 △8 △134 △134

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△125 △8 △134 729

平成20年６月30日残高(百万円) 388 1 390 24,119
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前事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 ― 2,290

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 0 0

平成19年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 0 2,290

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高(百万円) 449 341 13,701 2,539 17,032 △994 20,527

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △582 △582 △582

　当期純利益 2,921 2,921 2,921

　自己株式の取得 △1 △1

　自己株式の処分 0 0

　買換資産圧縮積立金の取崩 △14 14

　別途積立金の積立 1,950 △1,950

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― △14 1,950 402 2,338 △0 2,337

平成19年12月31日残高(百万円) 449 327 15,651 2,942 19,370 △995 22,865

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 861 ― 861 21,389

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △582

　当期純利益 2,921

　自己株式の取得 △1

　自己株式の処分 0

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

△347 10 △337 △337

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△347 10 △337 2,000

平成19年12月31日残高(百万円) 514 10 524 23,390
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　資産の評価基準及
び評価方法

　(1) 有価証券 子会社株式
　　　…移動平均法による原

価法

子会社株式
同左

子会社株式
同左

満期保有目的の債券
　償却原価法(定額法)

満期保有目的の債券
同左

満期保有目的の債券
同左

その他有価証券
　時価のあるもの…中間決

算日の市場価格等
に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

その他有価証券
　時価のあるもの

同左
 

その他有価証券
　時価のあるもの…決算期

末日の市場価格等
に基づく時価法
(評価差額は全部
純資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法に
より算定)

　時価のないもの…移動平
均法による原価法

　時価のないもの
同左

　時価のないもの
同左

　(2) デリバティブ 時価法 同左 同左
　(3) たな卸資産 材料・商品・製品・半製品

・仕掛品
　　　…総平均法による低価

法
貯蔵品…最終仕入原価法に

よる原価法

同左 同左

２　固定資産の減価償
却の方法

　(1) 有形固定資産 　建物(建物付属設備を除く)
　①　平成10年３月31日以

前に取得したも
の…旧定率法に
よっております。

　②　平成10年４月１日か
ら平成19年３月31
日までに取得した
もの…旧定額法に
よっております。

　③　平成19年４月１日以
降に取得したも
の…定額法によっ
ております。

　建物以外(建物付属設備を含
む)

　①　平成19年３月31日以
前に取得したも
の…旧定率法に
よっております。

　建物(建物付属設備を除く)
　①　平成10年３月31日以

前に取得したも
の…旧定率法に
よっております。

　②　平成10年４月１日か
ら平成19年３月31
日までに取得した
もの…旧定額法に
よっております。

　③　平成19年４月１日以
降に取得したも
の…定額法によっ
ております。

　建物以外(建物付属設備を含
む)

　①　平成19年３月31日以
前に取得したも
の…旧定率法に
よっております。

　建物(建物付属設備を除く)
　①　平成10年３月31日以

前に取得したも
の…旧定率法に
よっております。

　②　平成10年４月１日か
ら平成19年３月31
日までに取得した
もの…旧定額法に
よっております。

　③　平成19年４月１日以
降に取得したも
の…定額法によっ
ております。

　建物以外(建物付属設備を含
む)

　①　平成19年３月31日以
前に取得したも
の…旧定率法に
よっております。

　②　平成19年４月１日以
降に取得したも
の…定率法によっ
ております。

　なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置 ７～12年

運搬具 ４～６年

　②　平成19年４月１日以
降に取得したも
の…定率法によっ
ております。

　なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置 ７～12年

運搬具 ４～６年

　②　平成19年４月１日以
降に取得したも
の…定率法によっ
ております。

　なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置 ７～12年

運搬具 ４～６年
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

（追加情報）

 法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前に取得

した資産については、償却

可能限度額まで償却が終了

した翌事業年度から５年間

で均等償却する方法によっ

ております。

 これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益

がそれぞれ40百万円減少し

ております。

　(2) 無形固定資産 　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。

同左 同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に

備えるため一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

同左 同左

　(2) 賞与引当金 　従業員に対する賞与の支

給に備えるため、過去の支

給実績を勘案し、当中間会

計期間の負担すべき実際支

給見込額を計上しておりま

す。

同左 従業員に対する賞与の支

給に備えるため、過去の支

給実績を勘案し、当事業年

度の負担すべき実際支給見

込額を計上しております。

　(3) 役員賞与引当金　役員に支給する賞与の支

払に備えるため、当期末に

おける支給見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

　　　　　同左 　役員及び執行役員に支給

する賞与の支給に備えるた

め、当事業年度末における

支給見込額を計上しており

ます。

　(4) 退職給付引当金　従業員に対する退職給付

に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生し

ていると認められる額を計

上しております。

　また、数理計算上の差異

は、発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。

　　　　　同左 従業員に対する退職給付

に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。

　また、数理計算上の差異

は、発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　(5) 役員退職慰労引

当金

　役員及び執行役員に対す

る退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく中間

期末要支給額の100％を計

上しております。

同左

 

　役員及び執行役員に対す

る退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく期末

要支給額の100％を計上し

ております。

４　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

　外貨建債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

同左 　外貨建金銭債権債務は、期

末決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

５　リース取引の処理

方法

 

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

６　ヘッジ会計の方法 　①　ヘッジ会計の方法

　　金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしておりますので、特

例処理を採用しておりま

す。

　①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

　なお、為替予約が付され

ている外貨建金銭債務に

ついては振当処理を行っ

ております。また、金利ス

ワップについては、特例

処理の要件を満たしてお

りますので特例処理を採

用しております。

　①　ヘッジ会計の方法

同左

　②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段----金利ス

ワップ

　　ヘッジ対象----借入金の

利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

　　ヘッジ手段--

　先物為替予約

　金利スワップ

　　ヘッジ対象--

外貨建金銭債務及び

外貨建予定取引

　　　借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　③　ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っており

ます。

　③　ヘッジ方針

　　為替相場の変動によるリ

スクを軽減するために、

先物為替予約取引につい

て、実需の範囲内で行う

こととしております。ま

た、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金

利スワップ取引を行って

おります。

　③　ヘッジ方針

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　④　ヘッジ有効性評価の方

法

　　金利スワップの特例処理

の要件を満たしているの

で中間決算日における有

効性の評価を省略してお

ります。

　④　ヘッジ有効性評価の方

法

　　先物為替予約について

は、ヘッジ対象に対し同

一通貨建による同一期日

のものをそれぞれ振当て

ているため、その後の為

替相場の変動による相関

関係は確保されており、

その判定をもって有効性

の判定に代えております

ので、中間決算日におけ

る有効性の評価を省略し

ております。また、金利ス

ワップの特例処理の要件

を満たしておりますの

で、中間決算日における

有効性の評価を省略して

おります。

　④　ヘッジ有効性評価の方

法

　　先物為替予約について

は、ヘッジ対象に対し同

一通貨建による同一期日

のものをそれぞれ振当て

ているため、その後の為

替相場の変動による相関

関係は確保されており、

その判定をもって有効性

の判定に代えております

ので、決算日における有

効性の評価を省略してお

ります。また、金利スワッ

プの特例処理の要件を満

たしておりますので、決

算日における有効性の評

価を省略しております。

７　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

　消費税等の会計処理方法

　税抜方式を採用しており

ます。

　消費税等の会計処理方法

同左

　消費税等の会計処理方法

同左

　
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

有形固定資産の減価償

却の方法

当中間会計期間より、「所

得税法等の一部を改正する

法律」(平成19年３月30日　

法律第６号)及び「法人税

法施行令の一部を改正する

政令」(平成19年３月30日　

政令第83号)の法人税法の

改正に伴い、平成19年４月

１日以降に取得したものに

ついては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更して

おります。

これによる損益に与える影

響は軽微であります。

――― 当事業年度より、「所得税

法等の一部を改正する法

律」(平成19年３月30日　法

律第６号)及び「法人税法

施行令の一部を改正する政

令」(平成19年３月30日　政

令第83号)の法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１

日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更してお

ります。

これによる損益に与える影

響は軽微であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　19,966百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　19,893百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額　　　　　　19,701百万円

※２　期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理

しております。したがって当

中間会計期間末日が金融機関

の休日であったため次の期末

日満期手形が中間会計期間末

残高に含まれております。

受取手形 215百万円

支払手形 860百万円

※２　　　　 ――― ※２　期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理

しております。したがって当

期末日が金融機関の休日で

あったため次の期末日満期手

形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形 215百万円

支払手形 903百万円

※３　仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ流動負債の

「未払消費税等」として表示

しております。

※３　　　　　同左 ※３　　　　 ―――
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　減価償却実施額

有形固定資産 347百万円

無形固定資産 25百万円

合計 373百万円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 484百万円

無形固定資産 28百万円

合計 513百万円

※１　減価償却実施額

有形固定資産 742百万円

無形固定資産 51百万円

合計 794百万円

※２　特別利益のうち主要項目

貸倒引当金
戻入益

6百万円

固定資産売却益 5百万円

※２　特別利益のうち主要項目

貸倒引当金
戻入益

8百万円

固定資産売却益 0百万円

※２　特別利益のうち主要項目

固定資産売却益 112百万円

投資有価証券売
却益

8百万円

※３　特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 9百万円

投資有価証券
売却損

2百万円

投資有価証券
評価損

2百万円

※３　特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 9百万円

減損損失 64百万円

※３　特別損失のうち主要項目

固定資産除却損 190百万円

固定資産売却損 11百万円

※４　　　　 ―――

 

 

※４　当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類
減損
損失

山口県
遊休
資産

土地
64
百万円

　　　当社は、原則として、自社利用の

事業用資産については所属事

業所ごとに、また遊休資産等

については個別物件ごと、関

係会社については会社単位に

グルーピングしております。

　　　時価の下落により上記資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

(64百万円)として特別損失に

計上しております。その内訳

は、土地64百万円であります。

なお回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価

額に基づき算定しておりま

す。

※４　　　　 ―――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する

事項

自己株式の種類 普通株式

前事業年度末株式
数

1,154,515株

当中間会計期間増
加株式数

411株

当中間会計期間減
少株式数

―

当中間会計期間末
株式数

1,154,926株

自己株式の種類及び株式数に関する

事項

自己株式の種類 普通株式

前事業年度末株式
数

1,154,871株

当中間会計期間増
加株式数

170株

当中間会計期間減
少株式数

―

当中間会計期間末
株式数

1,155,041株

自己株式の種類及び株式数に関する

事項

自己株式の種類 普通株式

前事業年度末株式
数

1,154,515株

当事業年度増加株
式数

471株

当事業年度減少株
式数

115株

当事業年度末株式
数

1,154,871株

　　  当中間会計期間増加株式数は、

単元未満株式の取得によるも

のであります。

　　  当中間会計期間増加株式数は、

単元未満株式の買取りによる

ものであります。

　　　当事業年度の株式数の増加471株

は、単元未満株式の買取りに

よるものであります。

減少115株は、買増請求による

ものであります。
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額
　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間

期末残高

相当額

(百万円)

工具器具

備品
287 144 142

機械装置 102 49 52

ソフト

ウェア
82 64 18

合計 471 258 212

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

中間

期末残高

相当額

(百万円)

工具器具

備品
273 187 86

機械装置 99 62 37

ソフト

ウェア
25 20 5

合計 399 270 129

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高

相当額

(百万円)

工具器具

備品
281 167 114

機械装置 99 55 44

ソフト

ウェア
76 66 10

合計 458 288 169

　(注)　取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間期末残高

等に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　(注)　取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間期末残高

等に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定し

ております。

　②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 83百万円

１年超 129百万円

計 212百万円

　②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 61百万円

１年超 67百万円

計 129百万円

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 74百万円

１年超 94百万円

計 169百万円

　(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定

資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期

末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により

算定しております。

　(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額の算定は、有形固定

資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期

末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により

算定しております。

　(注)　未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低い

ため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 45百万円

減価償却費
相当額

45百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 39百万円

減価償却費
相当額

39百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 89百万円

減価償却費
相当額

89百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を０とする定額法によっ

ております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を０とする定額法によっ

ております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を０とする定額法によっ

ております。
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前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

２　転リース

未経過リース料中間期末残高相当額

　（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

計 4百万円

　（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

計 4百万円

２　転リース

未経過リース料中間期末残高相当額

　（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 1百万円

計 2百万円

　（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 1百万円

計 2百万円

２　転リース

未経過リース料期末残高相当額

　（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

計 3百万円

　（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

計 3百万円

３　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 4百万円

計 6百万円

 

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。

３　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

計 3百万円

 

(減損損失について)

同左

３　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 3百万円

計 4百万円

 

(減損損失について)

同左

　

(有価証券関係)

　

前中間会計期間末
(平成19年６月30日)

当中間会計期間末
(平成20年６月30日)

前事業年度末
(平成19年12月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。

同左 同左

　

(企業結合等関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。 同左 同左

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当社は中国における生産拠点として

特百嘉包装制品（常熟）有限公司を

設立しております。

１　主旨及び目的

高度経済成長が続く中国での

市場環境及び将来性を見込

み、紙製ショッピングバッグ

を中国国内において製造・販

売を行うため。

２　会社名

特百嘉包装制品（常熟）有限

公司

３　代表者の氏名

中尾　吉計（ザ・パック株式

会社専務取締役）

４　所在地

中華人民共和国江蘇省常熟東

南経済開発区黄山路３号

５　資本金

250万米ドル

６　出資比率

ザ・パック株式会社：90％

丸紅株式会社：10％

７　事業内容

紙包装製品の生産・加工・販

売

８　設立年月日

平成19年８月７日

―――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 【その他】

平成20年８月７日開催の取締役会において、第57期の中間配当を行うことを決議しております。

中間配当金総額 364百万円

１株当たりの中間配当金 20円00銭

　

前へ
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(１)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第56期)

自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日

平成20年３月28日
近畿財務局長に提出。

(２)
有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第56期)

自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日

平成20年５月28日
近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月28日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　原　　準　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　　晃　　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるザ・パック株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、ザ・パック株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月29日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　　晃　　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　梅　　原　　　　隆　　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているザ・パック株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、ザ・パック株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年９月28日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　原　　準　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　　晃　　  ㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるザ・パック株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第56期事業年度の中間会計期間

(平成19年１月１日から平成19年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ザ・パック株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年９月29日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　　晃　　  ㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　梅　　原　　　　隆　　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているザ・パック株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第57期事業年度の中間

会計期間(平成20年１月１日から平成20年６月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、ザ・パック株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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